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１．職員の任用及び職員数に関する状況

 (1) 職員の任用に関する状況（派遣指導主事の異動は含まない）

ア　採用者の状況（H23.4.1～Ｈ24.3.31　単位：人）

イ　退職者の状況（H23.4.1～Ｈ24.3.31  単位：人）

 (2) 部門別職員数 （各年４月１日現在　単位：人）

（注）1　職員数は一般職に属する職員数である。

2　[     ]内は、条例定数の合計である。

3　公営企業等その他：国保特会、老人特会、介護特会

計

11 2 3

主事 技師 保育士・幼稚園教諭 消防士

4 20

△ 1

事務の統廃合による減

1

[ 1,097 ］

事務の統廃合による減

10

増減理由

3

定年

-1-

5

123

56

H23年

分限
免職

懲戒
免職

7

退職区　分

一　般　職

35

15

4

53

総　合　計

現　業　職

81

324

30

11 4

2

勧奨
退職

4

6

失職

幼稚園教諭

1消　防　職

保　育　士 23

1

△ 2

10

121

4

59

922

△ 261

115

888

△ 3

17

△ 34

112

[ 1,097 ］

消　防

小　計

会
計
部
門

水  道

その他

小　計

公
営
企
業
等

下水道

一般行政部門計

民　　生

衛　　生

小　計

農林水産

商　　工

土　　木

小　計

38

計

そ　　の　　他普通

1

死亡
退職

退職

3

事務の統廃合による減

主に事務の統廃合及び民間委託による減

56

事務の統廃合による減

事務の統廃合による減

33

14

△ 2

△ 3

298

36

△ 16

81

316 △ 8

114

△ 7

478

　うるま市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第４条の規定により、平成２３年度のうるま市
人事行政の運営等の状況を公表します。

H24年

福
祉

169

△ 15

事務の統廃合による減

18

314

493

195

△ 7

179教　育

36

119

48

対前年増減数

119

△ 1

48

162

区　分 職 員 数

1

福
祉
関
係
を
除
く

　
　
一
般
行
政

関
係

39 15

※教育長を含み、派遣職員は含まない

部　門

議　　会

総務企画

税　　務

労　　働

事務の統廃合による減

121

合計

区 分

採 用 者 数

△ 16



 (3) 年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

 (4) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

①　定員適正化目標（数・率）

 ②　定員適正化計画（後期）の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年４月１日現在）

（注）後期計画期間は、23年～27年の5年間である。

職員数は、特別行政部門、公営企業職員及び派遣職員を含む一般職に属する職員数である。

△ 72

（参考）

115

43

891

H22年

～

区分

累計

△ 133

数値目標部門

平成17年4月1日

-2-

830

未満

実施開始年

　H23年

全体計画

減　員

増　員

区　分

職員数(人）

31歳

8.8

78

平成27年4月1日

35歳

14.3

115

差　引

職員数 963

11.4

59

20

△ 39

～

構成比(%) 7.00.2 2.6

23

23歳

2

27歳

62

44歳40歳20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 48歳 52歳

59歳

56歳

～～

80

47歳 55歳51歳

～ ～ ～

43歳

13368

計

888

100.00.1

1

60歳

以上

11.012.9 7.7

98

9.0

数値目標
計画期間

始　期 終　期

15.0

職員数　　８３０人

１年目

H25年H24年

２年目 ３年目

H26年

４年目

H27年

５年目

23

△ 33

56

39歳

101 127

～ ～ ～

924

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

20歳未満 20歳-23歳 24歳-27歳 28歳-31歳 32歳-35歳 36歳-39歳 40歳-43歳 44歳-47歳 48歳-51歳 52歳-55歳 56歳-59歳 60歳以上

構 成 比

H24.4.1現在の構成比 5年前の構成比

%



２．職員の競争試験及び選考の状況

平成２３年度において、次のように競争試験を実施しました。

ア 職員採用候補者試験の日程

8 月 1 日 試験要項配布開始 10 月 18 日 第一次試験合格発表 12 月 6 日 第二次試験合格発表

11 月 5 日

11 月 19 日

イ 職員採用候補者試験の試験職種、申込者数、受験者数、合格者数等の状況

※選考試験の実施はありません。

３．職員給与の状況

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成23年4月1日現在の在職者数である。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

 (4) 職員の平均年齢、平均給料月額の状況（平成24年4月1日現在）

 (5) 職員の初任給の状況（平成24年4月1日現在）
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上 級
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現　業　職

平均年齢

初任給
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国
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（注）ラスパイレス指数とは、国家公務
員の給与水準を100とした場合の地方公務
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 (6) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成24年4月1日現在）

※　***：対象者が少人数の為非表示　－：対象者なし

 (7) 一般行政職の級別職員数の状況(平成24年4月1日現在)

 (8) 期末・勤勉手当の状況（平成24年4月1日現在)

(9) 退職手当の状況（平成24年4月1日現在)

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。
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計
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月分
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無

定年前早期退職特例措置

59.28月分

59.28

***

1.225 1.225 月分
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2.5%11.6%
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41.34
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課長等
計

課長等 部長
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－
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－
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39人
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130人155人
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主事 主事

技師
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中　学　卒
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技師 主任
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勧奨・定年退職
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月分
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(10) 職員手当の状況（平成24年4月1日現在)

配偶者 13,000円

その他 1人につき6,500円

借家（限度額） 27,000円

持家（新築又は購入から5年間） 2,500円

(11) 特別職の報酬等の状況（平成24年4月1日現在)

千円

869,000   円

 課長等 35,000円  兼務主幹等 30,000円

395,000   円

千円

異

市　　　　　長

教　　育　　長

　自家用者等 距離に応じて2,000円～
24,500円支給

（算定方法：任期
４年満了の場合）

区　　　分

同

副　　議　　長

16～22歳の子１人につき5,000円加算

442,000   円

635,000   円

 部長等 55,000円  兼務参事等 45,000円

時間外勤務手当

－

給料月額等

35,925

43,757

内　　容

管理職手当

議　　　　　員

704,000   円

議　　　　　長

水道事業管理者

市　　　　　長

期末手当

退職手当

報　　酬

給　　料

職員１人当たり支給年額

635,000   円

支給実績国の制度

（23年度決算）
国の制度と異なる内容

副　　市　　長

56.3%

81

千円

千円

支給実績（23年度決算）

代表的な手当の名称

65,219

建築主事手当、徴税手当、福祉手当、消
防職員手当

消防職員手当、保育士手当、幼稚園教諭
手当

支給対象者が多い手当

支給額の多い手当

17  種類

23年度決算

通勤手当

配偶者がいない場合1人目11,000円

通勤距離が１㎞以上でバスや自動車等を
利用する者に支給

　バス利用者 運賃額55,000円までは実費

との異同
区分

異

扶養手当

住居手当
千円

支給対象職員１人当たり平均支給年額

70,368

109,214

千円

手当の種類

47千円

国は、持家分に係る手当
支給なし

支給総額

21,588千円

職員全体に占める手当支給職員の割合

副　　市　　長 12月期

371,000   円

特殊勤務手当

議　　　　　長

副　　議　　長

教　　育　　長

水道事業管理者

6月期

12月期

給料月額×在任期間4年×300/100

議　　　　　員

1.60 月分

役職加算率　15%

1.70 月分

市　　　　　長

副　　市　　長

教　　育　　長

水道事業管理者 給料月額×在任期間4年×250/100

給料月額×在任期間4年×500/100

給料月額×在任期間4年×250/100

3.30 月分

2.95 月分1.55 月分1.40 月分
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6月期

役職加算率　15%

合計

合計

国は、2㎞から手当支給
バスは6箇月定期券等によ
る一括支給。



４．職員の勤務時間その他勤務条件の状況

 (1) 職員の勤務時間等の状況

ア　一般の職員の勤務時間等

①　勤務時間

１週間あたり３８時間４５分

月曜日から金曜日までの５日間に１日７時間４５分

②　１日の勤務時間の割振り

午前８時３０分から午後５時１５分

（休憩時間 午後０時から午後１時まで）

③　週休日（勤務時間を割り振らない日）・・・土曜日・日曜日

イ　職員の休日（特に勤務を命じられない限り、勤務することを要しない日）

①　国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

②　１２月２９日から翌年の１月３日までの日　（元日を除く）

③　６月２３日（慰霊の日）

 (2) 職員のその他の勤務状況

ア　任命権者別年次有給休暇の行使状況（H23.4.1～H24.3.31）

イ 任命権者別その他の主な休暇の取得者数の状況（H23.4.1～H24.3.31　単位：人　）

ウ 任命権者別育児休業の取得者数の状況（H23.4.1～H24.3.31　単位：人）

4

市 長

27
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行 使 率 (%)

56

部 局

19,879 7,285

39.6

5

消 防部 局

育児休業

28

女

計 9

総付与日数

市 長 教 委部 局 消 防 監 査選 管

150 142

2,386

9

13

教 委

教 委

3

7

32.8

行使日数 

市 長

男

部分休業

男

女

計

543

介 護 休 暇

70

20出 産 休 暇

看 護 休 暇 21

1

59.3

選 管

80

59.2 41.5

農 委

109

監 査

計

34,003

12,766

913

284

農 委

37.5

計

8

11889 84

4 4

計農 委

27

1

3

10

1

37

36

議 会水 道

1

1,393

1

7,868

水 道

4,473

全期間在職職員数(人) 190

8

私 傷 病 休 暇

議 会

1036

水 道

397

535 121

2

7

30.538.4

議 会

1

118

1

35.0

消 防 監 査

選 管

2

1,565



５．職員の分限及び懲戒処分の状況

 (1) 職員の分限処分の状況

平成２３年度 （単位：人）

 (2) 職員の懲戒処分の状況

　職員が職務上の義務違反や全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の場合に行われる。

懲戒処分（戒告、減給、停職、免職） 平成２３年度 （単位：人）

６．職員の服務の状況

 (1) 職務専念義務の免除の状況

任命権者別職務専念義務の免除を許可した職員数（延べ人数） (単位：人)

※職員の人間ドック等は除いています。

 (2) 営利企業等の従事の許可の状況

（単位：件)

※職員の選挙事務従事関係は除いています。

７．職員の研修の状況

職員の公務能率の発揮と増進を図るため、平成２３年度中に実施した研修は、以下のとおりです。

※消防本部

県
外

予防査察科 1 1

救急救命

消防大学校

選 管

1

20

計

監 査
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計

21 31

H24.1.16～H24.1.27

九州研修所

H24.2.27～H24.3.9

農 委

議 会

農 委

1

水 道

計

選 管

H23.12.12～H23.12.22

気管挿管・薬剤投与

市 長 農 委

監 査

消 防

23

消 防市 長

選 管議 会

111

　職員が勤務成績不良や勤務に堪えない場合に行われる分限処分（免職、休職、降任、降給）は病休による休職
のみでした。任命権者別病休による休職者数の内訳は、次のとおりです。

県　内
（沖縄県消防学校）

初級幹部科

計監 査 農 委

2

水難救助研修

合 計

1

1

1

1

1

火災調査科

警防科

4

H23.11.28～H23.12.9

営利企業等従事許可件数 23

研　修　名

派
遣
研
修

上級幹部科 1

初任教育 1

H24.1.12～H24.2.24

部 局

教 委

4 H23.4.8～H23.9.30

戒　　告

停　　職

　職員は、職務に関連する研修や本市の業務と密接な関連を有する団体の業務に従事する等の場合において、条
例規則で定められた範囲内に限り、任命権者の許可を得て、勤務時間内における職務に専念する義務を免除され
る場合があります。平成２３年度に職務専念義務の免除を受けた職員の数は次のとおりです。

部 局

140

議 会

職務免除許可職員数

部 局

　職員は、営利企業の役員等になること、自ら営利企業を営むことあるいは報酬を得て他の事務事業に従事する
ことが制限されており、各任命権者の許可を得た場合に限り従事することができることとなっています。平成２
３年度における営利企業従事者許可の件数は、次のとおりです。

水 道消 防教 委

消 防

市 長

8

免　　職

減　　給

1

3

1

16

人数回数 期　間

－

H23.9.8～H24.3.20

H24.1.18～H24.2.3

3

病気休職

部 局 水 道教 委市 長

2

水 道

2

議 会 監 査

H23.10.4～H23.10.212

67

選 管教 委

9

11

1

1

1

1



※職員課対応分

８．職員の福祉及び利益の保護の状況

 (1) 健康診断等の実施状況　（平成23年度）

※基本健診受診対象者は、人間ドック受診者を除く全職員である。

 (2) 健康相談の状況

 (3) 任命権者別公務災害補償の状況（平成23年度）

3日～10日

621

83

2

1

全国市町村国際文化研修所派遣研修

2

消 防

希 望 者

合 計

中堅職員研修(ファシリテーション研修)

週１回健康相談室で相談

計

人数 期　間

H23.7.7～7.8

前期　H23.4.6～4.8
後期　H23.10.24～10.28

H23.7.25～8.10

H23.4.1～H24.3.31

1日～5日

3日～10日

1年

1年

36

1

H23.8.2229

1

2

2

15

9

希 望 者

211人

水 道

管理職研修（メンタルヘルス）

新規採用職員研修(前・後期)

接遇コミュニケーション研修

うるま市・沖縄市・宜野湾市合同宿泊研
修（中堅職員）

メンタルヘルス専門相談員による相談

市 長

公務災害 1

区 分 教 委

計

1

通勤災害
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11

1

研　修　名 回数

1

派
遣
研
修

県 外

県 内

自治大学校研修（第2部課程）

市町村職員中央研修所派遣研修

43

うるま市・沖縄市・宜野湾市合同宿泊研
修（監督者）

管理職研修（人事評価）

内 容

基本健診

区 分

職員健康診断
　その内　胃部レントゲン 希 望 者

全 職 員

対 象 者

1

15

1

政策形成上級研修(中部広域)

ゆがふう塾(中部広域）

沖縄県自治研修所派遣研修

沖縄県実務研修

112

一 般 研 修 1

1

係長以上管理職公務員倫理研修

一般職員研修(メンタルヘルス）

管理職研修(マネジメント研修)

区 分

8

1

2

9

1

H23.5.31

28人　　〃　　大腸ガン検査

看護師による健康相談 週４回健康相談室で相談、指導

内 容

月１回（内科、精神科）の相談産業医による健康相談

646人人間ドック

1

12人

33

H23.8.9

H23.11.11

H23.9.21/11.12

受 診 者

－

13

32

1

1 10 H23.7.14～7.15

457

38

H23.7.27

H23.11.22

55



９．公営企業職員（水道事業）の状況

 (1) 職員給与の状況（決算数値）

ア　総費用に占める職員給与費

イ　職員給与費の内訳

（注） 1　職員手当には退職手当を含まない。

2　職員数は、平成24年3月31日現在の在職者数である。

 (2) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成24年4月1日）

（注）　平均給与月額には、期末・勤勉手当等を含む。

 (3) 職員手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当（平成24年4月1日）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

イ　退職手当（平成24年4月1日現在）

月分 月分 月分

月分 月分 月分

月分 月分 月分

最高限度額 月分 最高限度額 月分 月分

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

千円

0.675

B

36

1.225

千円

195,478

平均給与月額平均給料月額

千円

計　Ｂ期末・勤勉手当職員手当

一人当たり給与費

5.82%

%

18,924 195,478

Ｂ／Ａ

千円千円

勤勉手当

B/Ａ

46,984

　　　　　（加算措置の状況）

総費用に占める
職員給与費比率

2.600

6月期

12月期

支給割合

41.34

千円25,670

勤続35年 47.50

期末手当　

2.600計 計1.350

1.225

12月期

59.28

千円

・定年前早期退職特例措置　　2～20%加算

月分

一般行政職等

自己都合 勧奨・定年

月分 勤続20年

うるま市水道局

支　給　率

23.50

・勧奨退職時特別昇給　　平成20年度より全廃

１人当たり平均支給額

59.28

勧奨・定年

59.28

勤続25年 33.50

59.28
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月分 59.28

その他の加算措置

59.28

22,437

職員数

勤勉手当

平均年齢

132,504

給　 料

23年度

人 千円

15,990

441,053円

勤続25年 33.50

勤続20年 30.55

支　給　率

月分

23.50

自己都合

1.375

0.675 6月期

42.0歳 316,339円

一般行政職等うるま市水道局

0.675

期末手当　

1.375

23年度

区分

区分
Ａ

千円

給　与　費　

6.03%

%千円

3,241,252

Ａ

純損益又は実質収支総費用 職員給与費

1.350

5,430

支給割合

0.675

職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤続35年 47.50

30.55

41.34

前年度の
総費用に占める
職員給与費比率

１人当たり平均支給額



ウ　特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

円

円

円

エ　時間外勤務手当

オ　その他の諸手当（平成24年4月1日）

配偶者 13,000円

その他 1人につき6,500円

借家（限度額） 27,000円

持家（新築又は購入から5年間） 2,500円

職員１人当たり平均支給年額（23年度決算）

現金取扱業務

　自家用者等 距離に応じて2,000円～
24,500円支給

同

通勤距離が１㎞以上でバスや自動車等を
利用する者に支給

　バス利用者 運賃額55,000円までは実費

災害対策要員勤務手当

扶養手当

災害対策

水道技術管理者

89

内 容

水道技術管理

災害対策要員として勤務を命じ
られた職員

 部長等 55,000円  兼務参事等 45,000円

一般行政職の制度
と異なる内容

一般行政職の
制度との異同

 課長等 35,000円  兼務主幹等 30,000円
同

同 1,244千円

配偶者がいない場合1人目11,000円
5,373千円
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2,665千円

3,585千円

管理職手当

通勤手当

水道技術管理者手当

住居手当

16～22歳の子１人につき5,000円加算

支給実績（23年度決算） 千円

1時間

同

現金取扱員

％

主な支給対象職員

手当の種類（手当数）

現金取扱員手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（23年度）

月額

主な支給対象業務

5,000

手 当 の 名 称

支給職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

支給実績（23年度決算）

支給実績

1,000

区 分

左記職員に対する支給単価

2,682

（23年度決算）

千円

19.4

3

441

2,000

千円

種類

月額

23

千円


